
学校給食施設新築・改築のための財政支援

【担当省庁】文部科学省

奈良県における取組

奈良県立大学 奈良子大学

○学校施設環境改善交付金採択状況
・平成２７年度
採択基準や事業内容に制限が加わったため不採択があった

・平成２８年度
２市町（大和高田市（３事業）、高取町（１事業））…４事業

・平成２９年度
２市町（桜井市（１事業）、田原本町（１事業））…２事業

・平成３０年度
給食施設の建築計画なし

・令和元年度
生駒市（１事業）
給食センター新築

・令和２年度
５市町村（奈良市、山添村、王寺町、広陵町、吉野町）…５事業

・令和３年度
５町村（山添村、王寺町、吉野町、川上村、下市町）…５事業

・令和４年度
２市町（宇陀市、下市町）…２事業

これまでの学校施設環境改善交付金のご採択に感謝いたします。
お陰様で県内の学校給食施設の充実が図られてきております。
今後もご支援をよろしくお願いいたします。

（生駒北学校給食センター）



国にお願いすること

【県担当部局】 教育委員会事務局健康・安全教育課

提案

提案

今後も共同調理場等の老朽化等や統廃合による増改築計画
が予定されている

・ 奈良県内の市町村には、学校給食施設整備に対する国の財
政支援が必要であるため、引き続き予算の確保をするとともに、
実情に即し補助率、補助単価の引き上げをお願いしたい。

【課題】
奈良県内の学校給食施設は半数以上が耐用年数を超過しており、老朽
化が進んでいる。また、施設が狭隘となっているため、学校給食衛生管理
基準に基づいた実施に苦慮している状況である。

○今後の学校給食施設の整備計画
宇陀市…給食センター建築計画中

【関係市町村】宇陀市
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※学校給食施設整備事業に係る補助基準
に規定する児童生徒数に応じた基準面積


